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令和６年度特定健診未受診者勧奨及び特定保健指導未利用者勧奨業務委託仕様書 

１ 委託業務名 

  令和６年度特定健診未受診者勧奨及び特定保健指導未利用者勧奨業務 

 

２ 業務の目的 

  特定健康診査及び特定保健指導については、被保険者の生活習慣病の予防につな

がる重要な取組であるが、本県内の市町村国保は平均で受診率及び実施率が国の定

めた目標値に達していない状況である。 

  その一方で、これらの取組については、医療費適正化の観点から、多くの被保険

者に確実に実施することの重要性が年々高まっている。 

  そこで、受診率等の低い市町村国保に関して、専門の事業者による効果的な個別

勧奨通知等を企画提案の上、実施することで、県内市町村国保の特定健康診査の受

診率及び特定保健指導の実施率の底上げを図る。 

 

３ 委託期間 

  契約締結日から令和 7 年３月３１日まで 

 

４ 業務内容 

  埼玉県（以下「甲」という。）が受託者（以下「乙」という。）に委託する業務

は次のとおりとする。 

  なお、委託業務の開始に当たり、乙は各参加保険者（以下「丙」という。）（別

紙１のとおり。以下同じ。）とそれぞれ業務実施の詳細について打合せを実施する

こと。 

  打合せ場所や日時、方法については、乙と丙の間で協議の上決定する。 

 

 (1)     丙別の打合せ・調査・分析及び対策の提案 

  ア 概要 

    乙は、丙における受診率の低迷の原因について調査し、調査結果を甲に報告

の上、丙別に受診率向上に寄与する可能性のある対策の提案を行う。令和 5 年

度に埼玉県委託事業に参加した丙については、当該事業で整理した定性・定量
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的な課題に対して、厚生労働省が公開している受診率向上ハンドブック等を踏

まえた対策を乙の支援のもと実行し、乙と丙で評価・振り返りを行う。 

  令和 6 年度に初めて埼玉県委託事業に参加する丙については、特定健康診査 

   受診率及び特定保健指導実施率向上のために、厚生労働省が公開している 

   受診率向上ハンドブック等を踏まえて丙の健診環境全体を俯瞰し、乙が定性・ 

   定量的な課題の抽出を行う。丙は、この課題に対する計画の策定を実施する。 

 

  イ 手順・スケジュール 

    スケジュールはおおむね次のとおり。 

    ・調査実施   令和 6 年５月末まで 

    ・調査結果報告 令和 6 年５月末まで 

    ・対策提案   令和 6 年６月末まで 

         丙の都合によりこのスケジュールでの対応が困難な場合は、甲、乙及び該

当する丙の間で協議の上、時期を延長することができる。 

 

  ウ 留意事項 

    業務実施に必要な丙のデータのうち、特定健康診査受診対象被保険者データ、

受診結果データ、その他の個人情報を含んでいるデータについては、受渡しは

ＬＧＷＡＮに限ることとし、乙と丙の２者間でデータ送受信を行う。（甲を経

由しない。） 

    このため、乙はＬＧＷＡＮを適切に使用可能な事業者であることが必要とな

る上、この制限はこの委託契約に係る全ての業務に適用されるので留意するこ

と。 

    なお、データ形式については、乙が指定することが出来るものとする。 

 

 (2) 特定健康診査対象者のデータ分析、受診勧奨対象者リスト等の作成 

  ア 概要 

    乙は、丙別の令和５年度特定健康診査受診対象被保険者の名簿（郵便番号、

住所、氏名の情報を含む。）及び過去の特定健康診査受診履歴等のデータを元

に、対象者毎に受診確率（対象者が年度内に受診する確率）等を算出すること。 

   丙別に、効率的・効果的な受診勧奨を実現するための分析と、優先して受診勧
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奨すべき被保険者の抽出、分類、優先順位付け等を行い、受診勧奨すべき被保

険者リストを作成し、丙にデータで納品する。 

 

  イ スケジュール 

    (３)～(５)の業務日程に配慮しつつ、丙の状況に応じたスケジュールとするこ

と。 

 

  ウ 留意事項 

  （ア）乙は、リストの作成に当たり、被保険者毎の受診可能性予測値（受診確率）

を算出するなどの分析を行った上で、受診勧奨の優先順位の順に並べること。 

     また、対象者の年齢・性別・特定健康診査受診歴・生活習慣病レセプトの

有無等の情報を基に、複数の特徴別に分けること。 

 

  （イ）乙に提供するデータは、丙及び被保険者の個別事情による情報欠損部分が

ある場合、乙は、データ分析に当たり、各データファイル統合の他に、情報

欠損部分を埋める入力を行う等の前処理加工作業が必要となるので留意する

こと。 

  

 (3) 特定健康診査未受診者に対する受診勧奨 

  ア 概要 

    乙は、丙が(２)のリストを元に指定した受診勧奨対象者（以下「対象者」と

いう。）に向けた、勧奨通知（以下「受診勧奨用資材」という。）の企画デザ

イン、印刷（丙別に各２回）及び発送（丙別に各２回）を行う。（発送に係る

郵送料等は委託料に含む。） 

乙が行う発送は、丙の特定健康診査の時期等を考慮した最適な時期に、丙ご

とに２回以上行う。 

 

  イ 受診勧奨用資材のデザインの手順・留意事項 

  （ア）受診勧奨用資材のデザインは、対象者の特性に合わせた個別具体的なメッ

セージを込めたものとし、複数のパターンのデザイン案を提案すること。ま 

    た、受け取った対象者にとって目につきやすいように工夫すること。 
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     受診勧奨用資材のデザインに当たっては、行動経済学の理論であるナッジ

理論等を用いて、対象者の受診行動を促進できるようなものを作成する。健

診対象者の個別特徴を加味し、通知勧奨の対象に合わせて、①受診勧奨すべ

き対象者を特定し、②その対象者が属するグループに適した受診勧奨メッセ

ージを作成する。受診勧奨用資材のデザイン案は、5 種類以上を基本とする。 

    デザイン案については、見やすさや受診意向への影響度、メッセージの伝わ

りやすさの観点で効果的な通知物開発、送りわけの提案を行うこととする。 

    デザインの面数は、丙と乙で協議の上で決定とする。 

     なお、受診勧奨対象者の特性に合わせたデザイン面については、原則とし

て全ての丙で統一のデザインとする。乙が示したデザイン案に対し、丙から

改変要望がある場合は、乙と丙の間で別途協議を行い、乙は作業・費用等に

支障がない場合に限り丙の改変要望に応じた上で、デザインの確定とする。 

     受診勧奨用資材の仕上がりサイズ等は、一般的なハガキのサイズかつ圧着 

    形式ハガキとする。 

 

  （イ）丙は（２）の受診勧奨対象者候補者リストを元に、受診勧奨対象者を指定

（以下「対象者」という。）し、乙へ連絡する。 

 

  （ウ）乙は、受診勧奨用資材の１回目の印刷・発送に使用する宛名情報は、上記

（２）で丙が提供したデータを使用する。 

     乙が行う２回目の印刷・発送の前に、丙から乙に対して宛名情報の直近の

更新データを提供し、乙は宛先・宛名を更新の上で印刷・発送を行う。 

     なお、丙から提供する宛名情報のうち外字フォントは別途 TTE 形式でも提

供する予定であり、乙は可能な限りこの外字フォントを使用して印刷するこ

と。 

 

  （エ）丙は受診勧奨用資材の校正を３回を上限として行い、校了させる。  

 

  （オ）乙は、発送後、速やかに甲及び丙に対して受診勧奨用資材の現物見本を提

出すること。（甲：各２部、丙：各 10 部。） 
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 (4) 通院中の特定健康診査未受診者に対する受診勧奨 

ア 概要 

 乙は、通院中の対象者に向けた、勧奨チラシの企画デザイン、印刷（甲に 

1 回）及び納品(甲に 1 回)を行う。 

 

     イ 受診勧奨用資材のデザインの手順・留意事項 

  （ア）利用勧奨資材のデザインの仕様については、フルカラー、両面、仕上がり 

    サイズ A４判タテ相当サイズとする。 

   

  （イ）甲は受診勧奨用資材の校正を３回を上限として行い、校了させる。 

   

  （ウ）スケジュールは、甲の希望する時期に納品とするが、具体的な納品時期は 

    甲と乙で別途協議した上で決定する。 

 

 (5) 特定保健指導未利用者に対する利用勧奨 

  ア 概要 

  （ア）乙は、対象者のうち特定健康診査を受診した健診結果から特定保健指導対

象者と判定されながら特定保健指導を受けていない又は受ける予約をしてい

ない者に対する利用勧奨通知（以下「利用勧奨用資材」という。）を、デザ

インし、印刷入稿データを丙に納品する。（丙において印刷し、宛名シール

と切手を貼付して郵送することを想定している。） 

     なお、通知物の内容は、動機付け支援・積極的支援、それぞれの初めて対

象となった者・過去にも対象者となったことのある者の、それぞれの特性に

合わせた効果的なメッセージを込めた複数のデザインを提案すること。 

    

  （イ）乙は、丙が利用勧奨資材を送付した相手に対し、特定保健指導に関するア

ンケートを実施する。 

     アンケート方法は、回収率を上げるため、利用勧奨資材のデザインに２次

元コードを入れ、ｗｅｂ上でのアンケート受付とする。 
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  イ 利用勧奨資材のデザインの手順・留意事項 

  （ア）利用勧奨資材のデザインの仕様については、フルカラー、仕上がりサイズ

Ａ４判タテ相当サイズ、計４ページとする。 

     丙において宛名シール及び切手を貼付するための空白スペースをデザイン

に含めること。 

     なお、丙が行う印刷の仕様は、Ａ３判両面印刷を２つ折りＡ４判４ページ

仕上げ、かつ圧着仕上げを想定している。 

      

  （イ）丙は乙に対し、 

    ① 利用勧奨資材に入れるべき文字（保険者名、連絡先、説明文等）、画像

（市町村章マーク等） 

    ② 空白スペースの寸法（可変枠とし、丙が開催日程、会場など必要事項を

追記することを想定。）を示し、必要に応じて市町村章等の画像データを

提供する。なお、②の可変枠の位置は乙が指定する。 

 

  （ウ）丙は利用勧奨資材の校正は３回を上限として行い、校了させる。 

 

  （エ）校了後、乙は甲及び丙に対して、印刷入稿データを、デジタル入稿データ

とＰＤＦの２種類をそれぞれ納品する。（デジタル入稿データは、Illustrator、

InDesign 又は QuarkXPress のいずれかの形式で保存し、いずれの場合も編集

可能状態で保存すること。） 

 

  （オ）スケジュール 

     ６月末以降～１０月頃の、丙の希望する時期に納品する。 

 

  ウ アンケートの手順・スケジュール 

  （ア）アンケート内容は、基本的に甲が検討して乙に示した事項とする。 

     乙は、アンケート回答の受付、集計、報告を行う。 

 

  （イ）スケジュール 

     乙は甲及び丙に、契約期間末日までに集計結果を報告する。 
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 (6) 甲及び丙への報告 

  ア 概要 

    乙は、甲に対し、委託期間中及び年度末において、効果検証と報告書提出を

行う。 

    乙は、委託期間中及び年度末において、最新の特定健康診査受診結果に基づ

き、４(３)の特定健康診査未受診者に対する受診勧奨の結果による受診率の変

化等（全体受診率・過去健診経験者受診率・過去健診未経験者受診率を年間及

び月別の集計を含む）について、効果検証を実施する。（特定保健指導の結果

検証等は不要。） 

    乙は甲及び丙に対して、この検証結果を、中間報告書及び年度末報告書によ

り報告する。 

 

  イ 報告書に記載すべき項目 

    別紙２のとおり。    

    年度末報告書については、別紙２に記載した項目の他、丙が次年度以降に実

施すべき受診勧奨業務の有効な施策の提案についても記載すること。 

 

  ウ 報告書の品質等 

    報告書に記載する内容は、受診勧奨における介入研究で論文を公表済の公衆

衛生の修士・博士等の研究者による示唆を踏まえたものとする。 

    報告書の量は、概ねＡ４判５０ページ以上を想定する。 

 

  エ 報告書の作成・納品方法 

    報告書については、甲及び丙別に作成する。 

    乙は、甲及び丙に対して、報告書については成果物としてデータ納品を行う。 

 

５ 甲が行うべきその他の業務 

  甲は、委託業務の実施に必要な丙が保有するデータを、丙から乙に提供させる。 

  なお、業務に必要なデータのうち、特定健康診査受診対象者データ、受診結果デ

ータ、その他の個人情報を含んでいるデータについては、受渡しはＬＧＷＡＮに限

ることとし、乙と丙の２者間でデータ送受信を行う。（甲を経由しない。） 
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６      丙が行うべきその他の業務及び留意事項 

  丙は、４(1)から(6)までの記載事項の他、次のとおりなので留意する。 

 (1) 「４(1) 丙別の打合せ・調査・分析及び対策の提案」において、丙は乙に対して、

この委託事業の履行に必要な情報を提供することとし、個人情報を含むデータに

ついては、乙と丙の２者間で必ずＬＧＷＡＮを使用して受渡しを行い、甲を経由

しないこととする。 

 (2) 「４(2) 特定健康診査対象者のデータ分析、受診勧奨対象者リスト等の作成」に

おいても、上記(１)と同様の取扱いとする。 

 (3) 「４(3) 特定健康診査未受診者に対する受診勧奨」において、乙が宛名等を印刷

する前に、対象者の郵便番号、住所、氏名の変更に備え、丙は乙に直近の更新状

況のデータを提供する。 

   乙は印刷・発送を２回行うため、丙は乙に対して２回、更新状況のデータを作

成して提供する必要があるので留意する。 

 (4) 「４(4) 特定保健指導未利用者に対する利用勧奨」において、利用勧奨資材の郵

送等の費用は、丙が負担する。 

   また、丙が乙に対して、利用勧奨資材の印刷も希望する場合は、この委託契約

の範囲外となるため、別途、丙が乙に発注し、印刷料金を支払うこととなるので

注意すること。 

 (5) 「４(5) 甲及び丙への報告」において、報告書の作成に当たって乙が丙のデータ

を必要とする場合、丙から乙へデータを提供することとし、個人情報を含むデー

タの送受信は必ずＬＧＷＡＮを使用して参加者と乙の２者間で行う。 

 (6) 当業契約に包含できない運用範囲がある場合は、別途、乙と丙の２者間による個

別契約となる。 

 

７ その他の留意事項 

 (1) 甲は乙に対し、随時、事業の進捗状況等について報告を求めることができる。そ

の場合乙は迅速かつ誠実に対応すること。 

 (2) 委託契約書、仕様書及び特記仕様書に定めのない事項については、甲乙で協議し

て定めることとする。（なお、特記仕様書は、この公募型プロポーザルにより選

定された委託先候補者の提案内容を記載したものを別途作成予定。） 

 (3) 乙が甲及び丙から受領した個人情報の取扱いについては、乙は、委託契約書に定
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めのあることの他、丙の個人情報保護条例等についても遵守するものとする。 

 (4) 乙が甲及び丙から受領したデータのうち個人情報については、委託業務終了後、

乙による破棄を確実に行うものとすること。 
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（別紙１） 

 

丙規模等 

 

 

    １ 丙数  ６保険者程度 

 

    ２ 丙の特定健康診査対象者数の規模  合計 74,000 人程度 

      （令和４年度法定報告時点の情報を元に算出）  

 

    ３ 参加候補保険者の特定健康診査受診率の現状  ３１％～３９％台 

 

 

    ※ 丙は、埼玉県内の市町村から令和６年４月中に選定する予定。 
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（別紙２） 

 

報告書に記載すべき項目 

 

・表紙 

 

・目次 

 

・用語の定義（連続受診者・不定期受診者の分類） 

 

・事業結果まとめ 

 

・事業環境の変化 

 対象者数及び年代別構成比の推移 

 対象者における受診履歴別構成比の推移 

 対象者における構成比の推移（受診履歴×年代） 

 令和６年度対象者の分布 セグメント別 

 令和６年度対象者の分布 セグメント×年代 

 セグメント別 健診受診率（過去 3 年分データ）※受診経験者 

 セグメント別 健診受診率（過去 3 年分データ）※未経験者 

 

・事業概要 

 令和６年度 事業スケジュール 

 令和６年度 特定健診受診勧奨概要 

 

・事業結果 

  受診者数・受診率の推移 

  リピート受診者数・受診率の推移 

  月別 受診者数・受診率（昨年度との比較） 

  月別 リピート率（昨年度との比較） 

  月別 受診者数 受診履歴別 
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  年代別 受診者数・受診率の推移 

  年齢別 受診率 

  年代別 リピート率 

  年齢別 リピート率 

  受診履歴別 受診者数（昨年度との比較） 

  受診履歴別 リピート率（昨年度との比較） 

 

・受診率向上効果の分析 

  受診履歴別の分析 

  受診者における受診履歴別割合 

  月別受診者数・受診率（連続受診者） 

  月別受診者数・受診率（不定期受診者） 

  月別受診者数・受診率（未経験者） 

  不定期受診者の詳細な分析（対象者における割合） 

  不定期受診者の詳細な分析（受診率） 

  健診未経験者の詳細な分析（受診率） 

  健診未経験者の詳細な分析（リピート率） 

 

・受診率向上効果の分析 

  他市町村との比較 

  受診率・リピート率の他市町村比較 

  受診率の他市町村比較 年代別 

  受診率の他市町村比較 受診履歴別 

  受診率の他市町村比較 未経験（詳細） 

  リピート率の他市町村比較 年代別 

  リピート率の他市町村比較 受診履歴別 

  リピート率の他市町村比較 未経験 

 


